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GPIFガバナンス強化のイメージ（案）  

１．合議制による意思決定の導入（経営委員会（仮称）の設置） 
① 経営委員会の事務 
  重要事項の議決 
 ・ 基本ポートフォリオを含む中期計画等管理運用に関する重要事項 
 ・ 財務諸表、役職員の報酬、制裁規定等の組織・経営管理上の重要事項 
  執行部の職務の執行の監督 

 

② 経営委員会の構成・任命等 
  構成員は、経営委員（経営委員長を含む）９人及び執行部の長（計１０人） 
 ※ 被保険者及び事業主の立場を適切に代表し得ると認められる団体の推薦する者各１人を含む 
 ※ 現行は、運用委員７人、監事２人 

  運用担当理事は、経営委員会の求めに応じ経営委員会に出席し、管理運用業務の執行の状況を説明しなけれ
ばならない。あわせて、管理運用業務に関する議案について、意見を述べることができる 

  経営委員長及び経営委員は厚生労働大臣が任免 
  経営委員の任命は、経済、金融、資産運用、経営管理その他の年金積立金の管理及び運用に必要な学識経験
又は実務経験を有する者のうちから厚生労働大臣が定める基準（各分野から何人程度選定するか、役職ごとに求め
られる条件等）により行う 

  経営委員については現行のGPIF法の役員と同様に、守秘義務の徹底、利益相反の防止等について規定 
（常勤の委員については兼業禁止等も規定） 

  委員の任期は中期計画期間と整合性を取る観点から５年  1 

＜目的＞ 
○「専ら被保険者の利益」にはそぐわない目的
で運用が行われるとの懸念を払拭し、運用に
対する国民の信頼を高める 

○運用の多様化・高度化が進む中で、適切にリ
スクを管理しつつ、機動的な対応を可能に 

＜方向性＞ 
①独任制から合議制への転換 
 基本ポートフォリオ等の基本的な事項の決定は
合議体が実施 

②「意思決定・監督」と「執行」の分離 
 執行部を合議体が有効に監督し、執行部の責任
と権限を明確化するため、両者を分離 



２．意思決定・監督と執行の分離 
① 執行部（執行役員） 

 執行部の長、運用担当理事、理事各１人を設置 

 執行部の長は、法人を代表し、経営委員会の定めるところにより、その業務を総理 

 執行部の長の任免は厚生労働大臣が行う 

 経営委員会は、執行部の長が解任事由に該当する場合には厚生労働大臣に報告しなければならない 

 運用担当理事は、厚生労働大臣が定める管理運用業務に関し法人を代表し、執行部の長の定めるところに

より、その業務を掌理 

 運用担当理事及び理事は、執行部の長が、経営委員会の同意を得て任免。ただし、運用担当理事の任免に

当たっては、厚生労働大臣の認可を要する 

 執行部の長、運用担当理事及び理事の要件は、経営委員と同様とする 

 執行役員については、現行のGPIF法の役員と同様に、守秘義務の徹底、利益相反の防止、兼業禁止等に

ついて規定 

 執行部の長の任期は５年、理事の任期は執行部の長の任期の範囲内で、執行部の長が定める 
 

② 監査等委員会の設置（適切な執行監視） 

 執行部の職務の執行の監査等のため、経営委員会に監査等委員会を設置 

 厚生労働大臣は経営委員の中から監査等委員となるべき者を任命 

 監査等委員３人以上とし、うち１人以上は常勤とする 

 ※ 監査等委員会を除き、法定の委員会は設置しない。ただし、経営委員会の判断で、事務を補佐するた

めの各種委員会を設置できることとする（その場合も意思決定は経営委員会で実施） 
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３．厚生労働大臣の権限・役割 
 ○ 運用についての最終責任は厚生労働大臣（具体的な役割・権限は以下のとおり） 

 中期目標（目標運用利回り及びリスク許容度等）の策定・指示 
 中期計画（基本ポートフォリオ、予算等）、業務方法書の認可、法人評価 
 経営委員長、経営委員、執行部の長等の任免・認可 
 特に必要があると認めるときの措置要求 
※ 社会保障審議会に会議体を新設し、重要事項を審議 
 

 審議事項：中期目標、中期計画（基本ポートフォリオ、予算等）、 
業務方法書、法人評価、役員の任命基準 等 
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理事の任命同意 
執行監督 

社会保障審議会 
（会議体を新設） 

監査等 

任命 

執行部 

GPIF 

出席・意見陳述・ 
監査結果の報告 

任命 

監査 

監査等委員会 
監査等委員となるべき者として 

大臣に任命された経営委員から構成 

経 営 委 員 会 
・経済、金融、資産運用、経営管理等の専門家 

 +執行部の長から構成 

・委員長は執行部の長以外の者を大臣が任命 

・運用担当理事は関連議案について意見を述べること
ができる 

 

被保険者 事業主 

保険料 

厚生労働大臣 

 年金制度の設計・年金財政の検証 

中期目標（運用利回り・リスク許容度等）を策定・指示 
中期計画・業務方法書の認可、法人評価 

執行 

執行部の長の任命 
運用担当理事の認可 

基本ポートフォリオ等重要な方針に係る決定 

以下の事項を審議 
中期目標 
中期計画 
業務方法書 
法人評価  
役員の任命基準   等 
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経営委員会（仮称）に想定される議決事項（案） 

【管理運用業務に関する事項】 
◎ 業務方法書の作成・変更 
◎ 中期計画（基本ポートフォリオ・予算を含む）の作成・変更 
○ モデルポートフォリオの作成・変更 
○ 年度計画の作成・変更 
○ 業務概況書の作成 

 
【組織・経営管理に関する事項】 
○ 運用担当理事、理事の任命同意 
○ 内部統制に関する体制整備 
○ 組織定員に関する重要事項 
○ 役員報酬・職員給与の支給基準 
○ 制裁規程の作成・変更 
○ 財務諸表の作成 
 
○ その他経営委員会が必要と認めた事項 

 
※ 経営委員会は、これらの事項の議決のほか、執行部の職務執行を監督 
※ ◎は現行法において運用委員会の権限とされている事項 
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【論点１】合議制機関の在り方 
① 合議制機関のメンバーの選任方法 
 ⇒ 社会保障審議会に会議体を新設し、任命基準について審議。当該基準に基づき厚生労働大臣が任命。 
② どのような専門性を求めるか 
 ⇒ 現行の運用委員の要件である「経済」「金融」に加えて「資金運用」「経営管理」を要件化。 
   また、学識経験に加え実務経験を明示。 
③ 拠出者の意向をどういう形で反映させるのか（①との関係を含め）、また、合議制機関のメンバーとする場合、そ
の人数や②の専門性との関係をどうするか。 

 ⇒ 社会保障審議会に新設する会議体に拠出者の代表が参画。 
また、合議制機関のメンバーとして、労使の団体が各１人を推薦。 

④ 合議制機関の規模、メンバー（特に常勤の者）に求められる条件（守秘義務の徹底、利益相反の禁止） 
 ⇒ 現行ＧＰＩＦの理事長、理事と同等の守秘義務の徹底、利益相反の禁止等。 

 

【論点２】合議制機関と執行機関の関わり方 
① 合議制機関と執行部の緊張関係をどのような形で担保するか 
 ⇒ 「合議制機関と執行部との関係について（作業班において示された選択肢に関する整理）」を踏まえ、Ｂ案にＣ

案の問題意識を加味し、より運用の現場・実態を意思決定に反映できるよう、運用担当理事について、合議制機関
の求めに応じた説明義務を課すとともに、管理運用に係る議事について意見陳述できることとする。 

② 合議制機関による適切な執行監視をいかに確保するか 
 ⇒ 監督権限を持つ合議制機関の構成員からなる監査等委員会を設け、常勤委員の配置により適切な執行監視を確

保。 
③ 委員会設置の要否について 
 ⇒ 監査等委員会を除き、法定の委員会は設置しない。ただし、経営委員会の判断で、事務を補佐するための各種委

員会を設置可とする（その場合も意思決定は経営委員会で実施） 
 

【論点３】厚生労働大臣の責任・役割 
① 厚生労働大臣が策定する目標・リスク許容度とこれを受けて法人が策定する基本ポート 
 フォリオの策定のプロセスをどうするのか（認可制か報告制か等） 
 ⇒ 運用の最終責任は大臣にあることから、基本ポートフォリオ等については認可制とする。 
② 合議制機関及び執行部の任命・解任に厚生労働大臣はどのような形で関与するか 
 ⇒ 運用の最終責任は大臣にあることから、合議制機関及び執行部の長の任免は大臣が実施。 
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（参考）合議制機関と執行部との関係について 
作業班において示された選択肢に関する整理 

内
容 

Ａ案 

・執行部は、合議制機関に加わ
らない 

※説明のために出席すること
は可能 

Ｂ案 

・執行部の長のみ合議制機関に
加わる 

 ※合議制機関の長の兼務は不可 

Ｃ案 

・執行部の長以外の執行部（２名
程度）も合議制機関に加わる 

※執行部の長が合議制機関の長
を兼務することも可 

ポ
イ
ン
ト 

・合議制機関による執行部へ
の監督・監視機能の徹底 

・執行部の意見を意思決定に反
映させつつ、監督・監視機能
を確保（Ａ案とＣ案の中間） 

・合議制機関と執行部の円滑な意
思疎通、外部への効果的な説明、
組織の簡素化に資する 

類
例 

CPPIB（カナダ） 

APファンド（スウェーデン） 

日本放送協会（ＮＨＫ） 

－ 
日本銀行 

日本郵政株式会社 

課
題 

・執行部の関与が説明のみに
なるため、意思決定に際し、
運用の現場・実態との乖離が
懸念される 

・執行部から加わる者が１人の
みで、運用の現場の意見の反
映に懸念がある 

・常勤の執行部が複数人加わる中、
他の委員を非常勤とした場合、
十分なガバナンスが発揮できる
か 

（※日本銀行の政策委員会は常勤の審
議委員＋執行部で構成） 

・執行部の役員の任命は執行部の
長ではなく大臣が行うこととな
るが、執行部内のリーダーシッ
プについて検討が必要 7 


